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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期

中間連結会計期間
第34期

会計期間
自 2024年７月１日
至 2024年12月31日

自 2023年７月１日
至 2024年６月30日

売上高 (千円) 2,235,713 4,122,330

経常利益 (千円) 729,720 1,403,783

親会社株主に帰属する中間(当期)純利
益

(千円) 480,477 935,622

中間包括利益又は包括利益 (千円) 479,145 942,706

純資産額 (千円) 2,968,682 2,586,837

総資産額 (千円) 6,158,804 6,305,681

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 86.42 168.28

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 48.1 40.9

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 282,504 1,513,674

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △413,291 △999,226

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △449,852 274,141

現金及び現金同等物の中間期末(期末)
残高

(千円) 2,269,983 2,852,057

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．当社は2025年３月７日付で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定して１株当たり中間（当期）純利益を算定しております 。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容について、

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 財政状態の状況

a 資産

当中間連結会計期間末における流動資産は3,704,819千円となり、前連結会計年度末に比べ99,168千円減少いた

しました。これは主に、現金及び預金が268,070千円減少の他、売掛金が200,724千円増加したことによるもので

あります。固定資産は2,453,985千円となり、前連結会計年度末に比べ47,707千円減少いたしました。これは主

に、建物及び構築物が44,773千円減少したことによるものであります。この結果、総資産は6,158,804千円とな

り、前連結会計年度末に比べ146,876千円減少いたしました。

b 負債

当中間連結会計期間末における流動負債は1,544,794千円となり、前連結会計年度末に比べ237,337千円減少い

たしました。これは主に、契約負債が197,164千円減少したことによるものであります。固定負債は1,645,327千

円となり、前連結会計年度末に比べ291,384千円減少いたしました。これは主に、長期借入金が242,721千円減少

したことによるものであります。この結果、負債合計は3,190,121千円となり、前連結会計年度末に比べ528,721

千円減少いたしました。

c 純資産

当中間連結会計期間末における純資産合計は2,968,682千円となり、前連結会計年度末に比べ381,845千円増加

いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益により利益剰余金が383,177千円増加したことによ

るものであります。

この結果、自己資本比率は48.1％（前連結会計年度末は40.9％）となりました。

② 経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国の経済は、一部に足踏みが残るものの緩やかに回復している状況にありま

す。先行きについても、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが

期待されております。一方で、欧米における高い金利水準の継続や中国における不動産市場の停滞の継続に伴う

影響など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっていることや、物価上昇、アメリカの今

後の政策動向、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。

広告業界においては、経済産業省が本年１月に発表した「特定サービス産業動態統計調査」によると、広告業

界全体の売上高は昨年７月から11月までの５ヶ月間、前年同月を上回る水準で推移しており、当社が取扱う屋外

広告の売上高についても、毎月前年同月を上回って推移しております。

このような事業環境の下、当社グループは当中間連結会計期間を通じて繁華街デジタル媒体の稼働が堅調に推

移した一方、年末の大型案件の減少等により、当中間連結会計期間における業績は、売上高2,235,713千円、売上

総利益1,415,729千円、営業利益735,783千円、経常利益729,720千円、税金等調整前中間純利益は729,720千円、

親会社株主に帰属する中間純利益は480,477千円となっております。

なお、当社グループの事業は、広告事業の単一セグメントであり、セグメント情報を記載しておりません。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、2,269,983千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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a 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は282,504千円となりました。これは主に税金等調整前中間純利益の計上

729,720千円、売上債権の増加200,724千円及び法人税等の支払282,922千円によるものであります。

b 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は413,291千円となりました。これは主に定期預金の預入による支出314,003千

円及び有形固定資産の取得による支出99,583千円によるものであります。

c 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は449,852千円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出274,179

千円及び配当金の支払による支出97,300千円によるものであります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、経営方針・経営戦略等若しくは指標等に重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。

(7) 従業員数

当中間連結会計期間において、連結会社又は当社の従業員数に著しい変動はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000

計 150,000

（注）2025年２月14日開催の取締役会決議により、2025年３月６日開催の臨時株主総会にて株式分割に伴う定款の

変更を行い、発行可能株式総数は22,090,000株増加し、22,240,000株となっております 。

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間

末現在発行数(株)
(2024年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年３月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,800 5,560,000 非上場

完全議決権株式であり、株主とし
ての権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であり
ます。
なお、単元株式数は100株であり
ます 。

計 27,800 5,560,000 ― ―

（注）１．当社は2025年２月14日開催の取締役会決議により、2025年３月７日付で普通株式１株につき200株の割合で

株式分割 を行っております。これにより発行済株式総数は5,532,200株増加し、5,560,000株となっておりま

す。

２．2025年３月６日開催の臨時株主総会に基づき、2025年３月７日付で１単元を100株とする単元株制度を採用

しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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.(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年12月31日 ― 27,800 ― 29,500 ― 19,500

（注）当社は2025年２月14日開催の取締役会決議により、2025年３月７日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行っております。これにより発行済株式総数は5,532,200株増加し、5,560,000株となっております。

(5) 【大株主の状況】

2024年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

松丸 敦之 Anthony Road, Singapore 17,264 62.10

㈱ボンド・ホールディングス 東京都世田谷区池尻2-9-8 6,200 22.30

深井 英樹 千葉県我孫子市 1,570 5.65

松丸 さつき 東京都世田谷区 1,000 3.60

江口 雄一 東京都中央区 362 1.30

曽我 正史 東京都中央区 322 1.16

安田 仁裕 東京都杉並区 218 0.78

宮内 理司 東京都世田谷区 200 0.72

勝山 宏哉 東京都杉並区 130 0.47

小笠原 伸行 東京都江東区 124 0.45

計 ― 27,390 98.53
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 27,800 27,800 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 27,800 ― ―

総株主の議決権 ― 27,800 ―

（注）2025年２月14日開催の取締役会決議により、2025年３月７日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行うとともに、2025年３月６日開催の臨時株主総会決議により、2025年３月７日付で１単元を100株と

する単元株制度を採用しております。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株

式数は普通株式5,560,000株、議決権の数は55,600個、発行済株式総数の株式数は5,560,000株、総株主

の議決権の議決権の数は55,600個となっております。

② 【自己株式等】

2024年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、当中間連結会計期間(2024年７月１日から2024年12月31日まで)に係る中間連結財務諸表につ

いて、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

３ 最初に提出する半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の５－６」の規定に準じて前年同

期末との対比は行っておりません。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,215,530 2,947,459

売掛金 240,184 440,909

貯蔵品 7,915 5,252

前払費用 332,223 307,464

その他 8,133 3,733

流動資産合計 3,803,987 3,704,819

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,001,468 1,956,694

その他（純額） 98,117 116,910

有形固定資産合計 2,099,585 2,073,605

無形固定資産

その他 14,960 11,455

無形固定資産合計 14,960 11,455

投資その他の資産 387,146 368,924

固定資産合計 2,501,693 2,453,985

資産合計 6,305,681 6,158,804
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 127,960 151,674

短期借入金 80,000 65,000

１年内償還予定の社債 92,000 92,000

１年内返済予定の長期借入金 506,868 475,410

未払法人税等 283,371 233,915

契約負債 516,169 319,004

その他 175,761 207,789

流動負債合計 1,782,131 1,544,794

固定負債

社債 134,000 88,000

長期借入金 1,324,192 1,081,471

資産除去債務 452,955 455,472

リース債務 25,564 20,383

固定負債合計 1,936,711 1,645,327

負債合計 3,718,843 3,190,121

純資産の部

株主資本

資本金 29,500 29,500

資本剰余金 22,500 22,500

利益剰余金 2,498,546 2,881,723

株主資本合計 2,550,546 2,933,723

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △67 -

為替換算調整勘定 31,659 30,259

その他の包括利益累計額合計 31,592 30,259

新株予約権 4,699 4,699

純資産合計 2,586,837 2,968,682

負債純資産合計 6,305,681 6,158,804
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：千円)
当中間連結会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

売上高 2,235,713

売上原価 819,984

売上総利益 1,415,729

販売費及び一般管理費 ※ 679,945

営業利益 735,783

営業外収益

受取利息及び配当金 216

受取保険金 24

業務受託手数料 2,245

雑収入 866

営業外収益合計 3,353

営業外費用

支払利息 7,700

為替差損 1,460

その他 256

営業外費用合計 9,416

経常利益 729,720

税金等調整前中間純利益 729,720

法人税、住民税及び事業税 233,465

法人税等調整額 15,777

法人税等合計 249,243

中間純利益 480,477

親会社株主に帰属する中間純利益 480,477
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)
当中間連結会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

中間純利益 480,477

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 67

為替換算調整勘定 △1,400

その他の包括利益合計 △1,332

中間包括利益 479,145

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 479,145
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 729,720

減価償却費 132,217

受取利息及び受取配当金 △216

支払利息 7,700

投資有価証券売却損 42

売上債権の増減額（△は増加） △200,724

前払費用の増減額（△は増加） 24,759

仕入債務の増減額（△は減少） 23,714

契約負債の増減額（△は減少） △197,164

未払金の増減額（△は減少） △42,034

その他 95,029

小計 573,043

利息の受取額 183

利息の支払額 △7,800

法人税等の支払額 △282,922

営業活動によるキャッシュ・フロー 282,504

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △314,003

有形固定資産の取得による支出 △99,583

投資有価証券の売却による収入 294

投資活動によるキャッシュ・フロー △413,291

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △15,000

長期借入金の返済による支出 △274,179

社債の償還による支出 △46,000

リース債務の返済による支出 △17,373

配当金の支払額 △97,300

財務活動によるキャッシュ・フロー △449,852

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,433

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △582,074

現金及び現金同等物の期首残高 2,852,057

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,269,983
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計

基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おります。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。
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(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当中間連結会計期間
(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

役員報酬 178,785千円

給料手当 194,557 〃
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

当中間連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

現金及び預金 2,947,459千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △677,476 〃

現金及び現金同等物 2,269,983千円
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(株主資本等関係)

当中間連結会計期間（自 2024年７月１日 至 2024年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年９月27日
定時株主総会

普通株式 97,300 3,500 2024年６月30日 2024年９月30日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間連結会計期間(自 2024年７月１日 至 2024年12月31日)

当社グループは、広告事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間連結会計期間(自 2024年７月１日 至 2024年12月31日)

(単位：千円)

広告事業 合計

一時点で移転される財 93,547 93,547

一定の期間にわたり移転される財 2,142,165 2,142,165

外部顧客への売上高 2,235,713 2,235,713
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間連結会計期間
(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

１株当たり中間純利益 86円42銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 480,477

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(千円)

480,477

普通株式の期中平均株式数(株) 5,560,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年
度末から重要な変動があったものの概要

―

(注)１． 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません．

２． 当社は、2025年３月７日付けで普通株式1株につき普通株式200株の割合で株式分割を行っております。当

中間連結会計期間の期首に当該株式分割が行われたと仮定して1株当たり中間純利益を算定しております。
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(重要な後発事象)

１．株式分割及び単元株制度の採用

当社は、2025年２月14日開催の取締役会決議に基づき、2025年３月７日付で株式分割を行っております。

また、2025年３月６日開催の臨時株主総会により、発行可能株式総数の変更及び単元株制度の導入に関する定款の一

部変更について決議しております。

（１）株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として

株式分割を実施するとともに、単元株制度を採用いたしました。

（２）株式分割の概要

①分割方法

2025年３月６日時点の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、普通株式１株につき200株の割合で

分割しております。

②分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 27,800株

今回の株式分割により増加する株式数 5,532,200株

株式分割後の発行済株式総数 5,560,000株

株式分割後の発行可能株式総数 22,240,000株

③株式分割の日程

基準日公告日 2025年２月19日（水）

基準日 2025年３月６日（木）

効力発生日 2025年３月７日（金）

④１株当たり情報に与える影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当中間連結会計期間の期首に行われたものと仮定して算出しており、これ

による影響について

は、当該箇所に反映されております。

（３）単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式を100株といたしました。

２．株式分割に伴う定款の一部変更

（１）変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第 184 条第２項の規定に基づき、2025年３月７日をもって当社定款第６条に

定める発行可能株式総数を変更しております。

（２）変更の内容

変更の内容は以下のとおりです。（下線は変更箇所）

現行定款 変更後定款

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）

第６条 第６条

当会社の発行可能株式総数は、150,000株とする。 当会社の発行可能株式総数は、22,240,000株とする。

（３）定款変更の日程

取締役会決議日 2025年３月６日（木）
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効力発生日 2025年３月７日（金）

３．その他

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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